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住民基本台帳法に基づく本人確認情報の利用事務

別表 法律名 法令番号 法別表に掲げる事務 利用者

別表第１・第
３・第５

特定非営利活動促進法 （平成１０年法律第７号） 特定非営利活動法人の設立の認証 内閣府・都道府県知事

別表第１ 保険業法 （平成７年法律第１０５号） 生命保険募集人又は損害保険代理店の登録 金融庁又は財務省

保険仲立人の登録 金融庁又は財務省

別表第１ 銀行法 （昭和５６年法律第５９号） 銀行代理業の許可 金融庁又は財務省

別表第１ 長期信用銀行法 （昭和２７年法律第１８６号） 長期信用銀行代理業の許可 金融庁又は財務省

別表第１ 信用金庫法 （昭和２６年法律第２３８号） 信用金庫代理業の許可 金融庁又は財務省

別表第１・第
３・第５

労働金庫法 （昭和２８年法律第２２７号） 労働金庫代理業の許可 金融庁若しくは財務省又は厚生労働省

別表第１ 協同組合による金融事業に関する法律 （昭和２４年法律第１８３号） 信用協同組合代理業の許可 金融庁又は財務省

別表第１ 農業協同組合法 （昭和２２年法律第１３２号） 特定信用事業代理業の許可 金融庁若しくは財務省又は農林水産省

別表第１ 水産業協同組合法 （昭和２３年法律第２４２号） 特定信用事業代理業の許可 金融庁若しくは財務省又は農林水産省

別表第１ 農林中央金庫法 （平成１３年法律第９３号） 農林中央金庫代理業の許可 金融庁若しくは財務省又は農林水産省

別表第１ 金融商品取引法 （昭和２３年法律第２５号） 金融商品取引業の登録 金融庁又は財務省

金融商品取引業者（金融商品取引業者を子会社と
する持株会社）の主要株主等の届出

金融庁又は財務省

金融機関による投資助言業等の登録 金融庁又は財務省

信用格付業者の登録 金融庁又は財務省

外国証券業者の引受業務の一部許可 金融庁又は財務省

外国証券業者の取引所取引業務の許可 金融庁又は財務省

適格機関投資家等特例業務の届出 金融庁又は財務省

金融商品取引業者等の外務員の登録 金融庁又は財務省

金融商品仲介業者の登録 金融庁又は財務省

金融商品取引業協会の認可 金融庁又は財務省

投資者保護基金の認可 金融庁又は財務省

金融商品市場の免許 金融庁又は財務省

株式会社金融商品取引所（株式会社金融商品取引
所を子会社とする持株会社）の議決権保有者等の
届出

金融庁又は財務省

外国金融商品市場の認可 金融庁又は財務省

金融商品債務引受業の免許 金融庁又は財務省

金融商品取引所の信用取引の免許 金融庁又は財務省

未定稿
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別表 法律名 法令番号 法別表に掲げる事務 利用者未定稿
別表第１ 投資信託及び投資法人に関する法律 （昭和２６年法律第１９８号） 投資法人の設立の届出 金融庁又は財務省

投資法人の登録 金融庁又は財務省

外国投資法人の届出 金融庁又は財務省

別表第１ 信託業法 （平成１６年法律第１５４号） 信託業法の営業の免許 金融庁又は財務省

管理型信託業の営業の登録 金融庁又は財務省

信託会社（信託会社を子会社とする持株会社）
の主要株主等となった届出

金融庁又は財務省

信託の受益権を多数の者が取得できる場合の登
録

金融庁又は財務省

外国信託業者の信託業の営業の免許 金融庁又は財務省

外国信託業者の管理型信託業の営業の登録 金融庁又は財務省

信託契約代理業の営業の登録 金融庁又は財務省

別表第１・第
３・第５

貸金業法 （昭和５８年法律第３２号） 貸金業者の登録 金融庁又は財務省・都道府県知事

別表第１ 貸金業法 （昭和５８年法律第３２号） 貸金業協会の認可 金融庁又は財務省・都道府県知事

貸金業務取扱主任者資格試験の実施 金融庁又は財務省・都道府県知事

指定試験機関の申請 金融庁又は財務省・都道府県知事

貸金業務取扱主任者の登録 金融庁又は財務省・都道府県知事

登録講習機関の登録 金融庁又は財務省・都道府県知事

指定信用情報機関の指定の申請 金融庁又は財務省・都道府県知事

別表第１ 資産の流動化に関する法律 （平成１０年法律第１０５号） 特定目的会社の業務開始の届出 金融庁又は財務省

別表第１ 特定目的会社による特定資産の流動化に関
する法律

（平成１０年法律第１０５号） 特定目的会社の変更の届出 金融庁又は財務省

第三者型発行者の登録 金融庁又は財務省

資金移動業者の登録 金融庁又は財務省

資金精算機関の免許 金融庁又は財務省

認定資金決済事業者協会の認定 金融庁又は財務省

監査法人の定款の変更の認可 金融庁又は財務省別表第１ 公認会計士法

別表第１ 資金決済に関する法律 （平成２１年法律第５９号）

（昭和２３年法津第１０３号）
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別表 法律名 法令番号 法別表に掲げる事務 利用者未定稿
有限責任監査法人の登録 金融庁又は財務省

別表第１・第
３・第５

恩給法（他の法律において準用する場合を
含む。）

（大正１２年法律第４８号） 年金である給付の支給 総務省・都道府県知事

別表第１ 執行官法の一部を改正する法律 （平成１９年法律第１８号） 年金である給付の支給 総務省

別表第１ 国会議員互助年金法を廃止する法律又は同
法附則第２条第１項の規定によりなお効力
を有することとされる旧国会議員互助年金
法

（平成１８年法律第１号） 年金である給付の支給 総務省

別表第１ 地方公務員等共済組合法又は地方公務員等
共済組合法の長期給付等に関する施行法

（昭和３７年法律第１５２号）
（昭和３７年法律第１５３号）

年金である給付の支給 地方公務員共済組合

別表第１ 地方公務員等共済組合法 （昭和３７年法律第１５２号） 年金である給付の支給 地方議会議員共済会

別表第１ 介護保険法 （平成９年法律第１２３号） 特別徴収 地方公務員共済組合
別表第１ 介護保険法 （平成９年法律第１２３号） 特別徴収 地方公務員共済組合連合会
別表第１ 地方公務員災害補償法 （昭和４２年法律第１２１号） 公務上の災害に対する補償 地方公務員災害補償基金

通勤による災害に対する補償 地方公務員災害補償基金

福祉事業の実施 地方公務員災害補償基金

別表第２・第４ 公職選挙法 （昭和２５年法律第１００号） 同一都道府県の区域内の他の市町村の区域内に
住所を移した選挙人が従前の市町村において当
該都道府県の議会の議員又は長の選挙の投票を
する場合において公職選挙法第四十四条第三項
の規定により提示することとされている文書の
交付

市町村長

別表第２ 公職選挙法 （昭和２５年法律第１００号） 同一都道府県の区域内の他の市町村の区域内に
住所を移した選挙人に当該都道府県の議会の議
員又は長の選挙の公職選挙法第四十八条の二の
規定による投票を行わせること

選挙管理委員会

同一都道府県の区域内の他の市町村の区域内に
住所を移した選挙人に当該都道府県の議会の議
員又は長の選挙の公職選挙法第四十九条の規定
による投票を行わせること

選挙管理委員会

別表第１ 電気通信事業法 （昭和５９年法律第８６号） 電気通信事業の許可 総務省

電気通信主任技術者資格者証の交付 総務省

電気通信事業における土地利用の事業の認定 総務省

別表第１ 日本電信電話株式会社等に関する法律 （昭和５９年法律第８５号） 取締役又は監査役の選任の決議の認可 総務省

別表第１ 電波法 （昭和２５年法律第１３１号） 無線局の免許 総務省

無線設備等の認定点検事業者の地位の承継の届
出

総務省
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別表 法律名 法令番号 法別表に掲げる事務 利用者未定稿
無線局の登録 総務省

無線設備の機器の検定 総務省

無線従事者の免許 総務省

船舶局無線従事者証明 総務省

別表第１・第
３・第５

消防法 （昭和２３年法律第１８６号） 危険物取扱者試験の実施 同法第１３条の７第２項に規定する指
定試験機関・都道府県知事

別表第１・第
３・第５

消防法 （昭和２３年法律第１８６号) 消防設備士試験の実施 同法第１７条の１１第３項に規定する
指定試験機関・都道府県知事

別表第３・第５ 消防法 （昭和２３年法律第１８６号) 危険物取扱者免状の交付 都道府県知事

消防設備士免状の交付 都道府県知事

別表第１ 消防団員等公務災害補償等責任共済等に関
する法律

（昭和３１年法律第１０７号） 消防団員等福祉事業の実施 消防団員等公務災害補償等共済基金又
は同法第２条第３項に規定する指定法
人

別表第２・第４ 消防組織法 （昭和２２年法律第２２６号） 非常勤消防団員に係る損害補償 市町村長

非常勤消防団員に係る退職報償金の支給 市町村長

別表第１ 司法試験法又は司法試験法及び裁判所法の
一部を改正する法律

（昭和２４年法律第１４０号）
（平成１４年法律第１３８号）

司法試験の実施 法務省

別表第１ 不動産登記法 （明治３２年法律第２４号） 不動産の表題登記 法務省

所有権の保存の登記 法務省

別表第１ 船舶法 （明治３２年法律第４６号） 登記 法務省

別表第１ 工場抵当法（鉱業抵当法、漁業財団抵当
法、港湾運送事業法により準用する場合を
含む。）

（明治３８年法律第５４号） 所有権の保存の登記 法務省

別表第１ 立木に関する法律 （明治４２年法律第２２号） 所有権の保存の登記 法務省

別表第１ 道路交通事業抵当法 （昭和２７年法律第２０４号） 所有権の保存の登記 法務省

別表第１ 建設機械抵当法 （昭和２９年法律第９７号） 登記 法務省

別表第１ 観光施設財団抵当法 （昭和４３年法律第９１号） 所有権の保存の登記 法務省

別表第１ 後見登記等に関する法律 （平成１１年法律第１５２号） 後見登記の変更の登記 法務省

別表第１ 供託法 （明治３２年法律第１５号） 供託物の還付 法務省

供託物の取戻し 法務省

別表第１ 出入国管理及び難民認定法 （昭和２６年政令第３１９号） 在留資格証明書の交付 法務省

別表第１・第５ 旅券法 （昭和２６年法律第２６７号） 一般旅券の発給 外務省・都道府県知事

一般旅券の渡航先の追加 外務省・都道府県知事

一般旅券の記載事項の訂正 外務省・都道府県知事

一般旅券の査証欄の増補 外務省・都道府県知事
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別表 法律名 法令番号 法別表に掲げる事務 利用者未定稿
一般旅券の紛失等の届出 外務省・都道府県知事

別表第１ 国家公務員共済組合法又は国家公務員共済
組合法の長期給付に関する施行法

（昭和３３年法律第１２８号）
（昭和３３年法律第１２９号）

年金である給付の支給 国家公務員共済組合連合会

別表第１ 旧令による共済組合等からの年金受給者の
ための特別措置法

（昭和２５年法律第２５６号） 年金である給付の支給 国家公務員共済組合連合会

別表第１ 厚生年金保険法等の一部を改正する法律 （平成８年法律第８２号） 年金である給付に係る権利の決定 同法附則第３２条第２項に規定する存
続組合・同法附則第４８条第１項に規
定する指定基金

別表第１ 関税法 （昭和２９年法律第６１号） 貨物の授受を目的とする船舶又は航空機への交
通の許可

財務省

別表第１ たばこ事業法 （昭和５９年法律第６８号） 特定販売業者の登録 財務省

卸売販売業者の登録 財務省

小売販売業の許可 財務省

別表第１ 塩事業法 （平成８年法律第３９号） 塩製造業者の登録 財務省

塩特定販売業者の登録 財務省

塩卸売業者の登録 財務省

特殊用塩等製造業者の届出 財務省

特殊用塩特定販売業者の届出 財務省

別表第１ 私立学校教職員共済法 （昭和２８年法律第２４５号） 年金である給付の支給 日本私立学校振興・共済事業団

別表第１ 博物館法 （昭和２６年法律第２８５号） 学芸員の資格の認定 文部科学省

別表第１ 技術士法 （昭和５８年法律第２５号） 技術士試験の実施 文部科学省又は同法第１１条第１項に
規定する指定試験機関

技術士の登録 文部科学省又は同法第４０条第１項に
規定する指定登録機関

技術士補の登録 文部科学省又は同法第４０条第１項に
規定する指定登録機関

別表第1 放射性同位元素等による放射線障害の防止
に関する法律

（昭和３２年法律第１６７号） 第一種放射線取扱主任者免状の交付 文部科学省

第二種放射線取扱主任者免状の交付 文部科学省

第三種放射線取扱主任者免状の交付 文部科学省

別表第１ 万国著作権条約の実施に伴う著作権法の特
例に関する法律

（昭和３１年法律第８６号） 翻訳権七年強制許諾に係る日本語の翻訳物の発
行の許可

文化庁

別表第１ 著作権法 （昭和４５年法律第４８号） 著作物の実名の登録 文化庁又はプログラムの著作物に係る
登録の特例に関する法律第５条第１項
に規定する指定登録機関
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別表 法律名 法令番号 法別表に掲げる事務 利用者未定稿
著作権の登録 文化庁又はプログラムの著作物に係る

登録の特例に関する法律第５条第２項
に規定する指定登録機関

別表第１ 著作権法 （昭和４５年法律第４８号） 出版権の登録 文化庁

別表第１ 著作権等管理事業法 （平成１２年法律第１３１号） 著作権等管理事業者の登録 文化庁

別表第１ 美術品の美術館における公開の促進に関す
る法律

（平成１０年法律第９９号） 美術品の登録 文化庁

別表第２･第４ 予防接種法 （昭和２３年法律第６８号) 予防接種による疾病、障害又は死亡に対する給
付の支給

市町村長

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律 （平成６年法律第１１７号） 医療特別手当の支給 広島市又は長崎市の長・都道府県知事

特別手当の支給 広島市又は長崎市の長・都道府県知事

原子爆弾小頭症手当の支給 広島市又は長崎市の長・都道府県知事

健康管理手当の支給 広島市又は長崎市の長・都道府県知事

保健手当の支給 広島市又は長崎市の長・都道府県知事

介護手当の支給 広島市又は長崎市の長・都道府県知事

葬祭料の支給 広島市又は長崎市の長・都道府県知事

別表第１ 新型インフルエンザ予防接種による健康被
害の救済等に関する特別措置法

（平成21年法律第　号） 同法第３条第1項の給付の支給 厚生労働省

別表第１ 薬事法 （昭和３５年法律第１４５号） 外国製造医薬品等の製造の承認 厚生労働省

別表第１ 独立行政法人医薬品医療機器総合機構法 （平成１４年法律第１９２号） 救済給付の支給 独立行政法人医薬品医療機器総合機構

別表第１ 労働安全衛生法 （昭和４７年法律第５７号） 同法第１２条第１項の免許 厚生労働省

同法第１４条の免許 厚生労働省

同法第６１条第１項の免許 厚生労働省

別表第１ 労働安全衛生法 （昭和４７年法律第５７号） 同法第７５条第２項に規定する免許試験の実施 厚生労働省又は同法第７５条の２第１
項に規定する指定登録機関

別表第１ 作業環境測定法 （昭和５０年法律第２８号） 作業環境測定士の登録 厚生労働省又は同法第３２条の２第２
項に規定する指定登録機関

別表第１ 労働者災害補償保険法 （昭和２２年法律第５０号） 業務災害に関する保険給付の支給 厚生労働省

通勤災害に関する保険給付の支給 厚生労働省

社会復帰促進等事業の実施 厚生労働省

別表第２･第３・
第４・第５
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別表 法律名 法令番号 法別表に掲げる事務 利用者未定稿
別表第１ 賃金の支払の確保等に関する法律 （昭和５１年法律第３４号） 同法第７条の労働基準監督署長の確認 厚生労働省

別表第１ 石綿による健康被害の救済に関する法律 （平成１８年法律第４号） 特別遺族給付金の支給 厚生労働省

別表第１ 職業安定法 （昭和２２年法律第１４１号） 有料職業紹介事業の許可 厚生労働省

無料職業紹介事業の許可 厚生労働省

別表第１ （昭和６０年法律第８８号) 一般労働者派遣事業の許可 厚生労働省

特定労働者派遣事業の届出 厚生労働省

別表第１ 雇用対策法 （昭和４１年法律第１３２号） 職業転換給付金の支給 厚生労働省

別表第１ 雇用保険法 （昭和４９年法律第１１６号） 基本手当の支給 厚生労働省

高年齢求職者給付金の支給 厚生労働省

特例一時金の支給 厚生労働省

教育訓練給付金の支給 厚生労働省

高年齢雇用継続基本給付金の支給 厚生労働省

高年齢再就職給付金の支給 厚生労働省

別表第１ 雇用保険法 （昭和４９年法律第１１６号） 同法第６２条の雇用安定事業の実施 厚生労働省又は独立行政法人雇用・能
力開発機構

同法第６３条の能力開発事業の実施 厚生労働省又は独立行政法人雇用・能
力開発機構

別表第１・第
３・第５

職業能力開発促進法 （昭和４４年法律第６４号） 技能検定の合格証書の交付（技能検定試験の実
施その他技能検定に関する業務（同法第６４条
第２項の政令で定めるものに限る。）

厚生労働省・都道府県知事

別表第３・第５ 職業能力開発促進法 （昭和４４年法律第６４号） 職業訓練指導員の免許 都道府県知事

職業訓練指導員試験の実施 都道府県知事

別表第５ 児童扶養手当法 （昭和３６年法律第２３８号） 児童扶養手当の支給 都道府県知事

別表第５ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律 （昭和３９年法律第１３４号） 特別児童扶養手当の支給 都道府県知事

障害児福祉手当の支給 都道府県知事

特別障害者手当の支給 都道府県知事

労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派
遣労働者の就業条件の整備等に関する法律
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別表 法律名 法令番号 法別表に掲げる事務 利用者未定稿
別表第５ 国民年金法等の一部を改正する法律 （昭和６０年法律第３４号） 同法附則第９７条第１項の規定による福祉手当の都道府県知事

別表第１ 戦傷病者戦没者遺族等援護法 （昭和２７年法律第１２７号） 年金である給付の支給 厚生労働省

別表第１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永
住帰国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号） 一時金の支給 厚生労働省

別表第１ 健康保険法 （大正１１年法律第７０号） 全国健康保険協会が管掌する健康保険の被保険
者に係る届出

厚生労働省及び日本年金機構並びに全
国健康保険協会

日雇特例被保険者手帳の交付 厚生労働省及び日本年金機構並びに全
国健康保険協会

別表第１ 船員保険法 （昭和１４年法律第７３号） 被保険者に係る届出 全国健康保険協会

年金である給付の支給 厚生労働省及び日本年金機構並びに全
国健康保険協会

別表第１ 国民年金法等の一部を改正する法律 （昭和６０年法律第３４号） 年金である給付の支給

別表第１ 厚生年金保険法 （昭和２９年法律第１１５号） 年金である給付の支給 厚生労働省及び日本年金機構

被保険者に係る届出 厚生労働省及び日本年金機構

別表第１ 厚生年金保険法等の一部を改正する法律 （平成８年法律第８２号） 厚生年金保険法等の一部を改正する法律（平成
８年法律第８２号）附則第１６条第３項及び第
７項の規定により厚生年金保険の管掌者たる政
府が支給するものとされた年金である給付の支
給

厚生労働省及び日本年金機構

別表第１ 厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共
済組合制度の統合を図るための農林漁業団
体職員共済組合法等を廃止する等の法律

（平成１３年法律第１０１号） 厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組
合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共
済組合法等を廃止する等の附則第１６条第３項
の規定により厚生年金保険の管掌者たる政府が
支給するものとされた年金である給付の支給

厚生労働省及び日本年金機構

別表第１ 国民年金法 （昭和３４年法律第１４１号） 被保険者に係る届出 厚生労働省及び日本年金機構

年金である給付の支給 厚生労働省及び日本年金機構

別表第１ 卸売市場法 （昭和４６年法律第３５号） 中央卸売市場における卸売の業務の許可 農林水産省

別表第１ 商品取引所法 （昭和２５年法律第２３９号） 商品取引所の設立の許可 農林水産省又は経済産業省

商品取引債務引受業の許可 農林水産省又は経済産業省

商品取引受託業務の許可 農林水産省又は経済産業省

外務員の登録 農林水産省又は経済産業省

厚生労働省及び日本年金機構
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別表 法律名 法令番号 法別表に掲げる事務 利用者未定稿
委託者保護基金の設立の登録 農林水産省又は経済産業省

第一種特定市場類似施設の許可 農林水産省又は経済産業省

第二種特定市場類似施設の許可 農林水産省又は経済産業省

商品先物取引協会の設立の認可 農林水産省又は経済産業省

別表第１ 商品投資に係る事業の規制に関する法律 （平成３年法律第６６号） 商品投資顧問業の許可 農林水産省又は経済産業省

別表第３・第５ 家畜商法 （昭和２４年法律第２０８号） 家畜商の登録 都道府県知事

別表第５ 家畜商法 （昭和２４年法律第２０８号） 家畜商の免許 都道府県知事

別表第１ 厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共
済組合制度の統合を図るための農林漁業団
体職員共済組合法等を廃止する等の法律

（平成１３年法律第１０１号） 年金である給付の支給 農林漁業団体職員共済組合

別表第５ 林業種苗法 （昭和４５年法律第８９号） 生産事業者の登録 都道府県知事

別表第１ 森林法 （昭和２６年法律第２４９号） 保安林の（通常の）指定 農林水産省

海岸保全区域内の森林の指定 農林水産省

農林水産大臣による保安林の指定の理由が消滅
した場合の指定の解除

農林水産省

農林水産大臣による公益上の理由による保安林
の指定の解除

農林水産省

別表第１・第
３・第５

森林法 （昭和２６年法律第２４９号） 保安林の指定施業要件の変更 農林水産省・都道府県知事

別表第３･第５ 森林法 （昭和２６年法律第２４９号） 重要流域以外の流域内の民有林の保安林への指
定

都道府県知事

その他の民有林の保安林への指定 都道府県知事

都道府県知事による保安林の指定の理由が消滅
した場合の指定の解除

都道府県知事

都道府県知事による公益上の理由による保安林
の指定の解除

都道府県知事

農林水産大臣への保安林の指定又は指定の解除
の申請の経由

都道府県知事

別表第１ 計量法 （平成４年法律第５１号） 特定計量器製造事業の届出 経済産業省

別表第１・第
３・第５

計量法 （平成４年法律第５１号） 特定計量器修理事業の届出 経済産業省・都道府県知事

別表第１ 計量法 （平成４年法律第５１号） 特殊容器製造事業者の事業の承継の届出 経済産業省

別表第１ 計量法 （平成４年法律第５１号） 承継製造事業者の事業の承継の届出 独立行政法人産業技術総合研究所又は
日本電気計器検定所

別表第３･第５ 計量法 （平成４年法律第５１号） 特定計量器製造事業の届出の経由 都道府県知事
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別表 法律名 法令番号 法別表に掲げる事務 利用者未定稿
特定計量器販売事業の届出 都道府県知事

同法第１６８条の８の規定により都道府県知事
が行うこととされた事務の実施

都道府県知事

別表第２・第
３・第４・第５

大規模小売店舗立地法 （平成１０年法律第９１号） 大規模小売店舗の新設に関する届出 指定都市の長・都道府県知事

別表第１ アルコール事業法 （平成１２年法律第３６号） アルコール製造事業の許可 経済産業省

アルコール輸入業の許可 経済産業省

アルコール販売事業の許可 経済産業省

アルコール使用の許可 経済産業省

別表第１ 特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の
実施の確保等に関する法律

（平成１３年法律第６４号） フロン類の破壊業の許可 経済産業省又は環境省

別表第２･第４ 特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の
実施の確保等に関する法律

（平成１３年法律第６４号） 同法第８０条第４項の規定により同項の政令で
定める市が行うこととされたものの実施

同法第８０条第４項の政令で定める市

別表第３･第５ （平成１３年法律第６４号） 第一種フロン類回収業者の登録 都道府県知事

第二種特定製品引取業者の登録 都道府県知事

第二種フロン類回収業者の登録 都道府県知事

別表第１ 鉱業法 （昭和２５年法律第２８９号） 鉱業権の設定の出願の許可 経済産業省

鉱業権の設定等の鉱業原簿への登録 経済産業省

租鉱権の設定の認可 経済産業省

租鉱権の設定等の鉱業原簿への登録 経済産業省

別表第１ 深海底鉱業暫定措置法 （昭和５７年法律第６４号） 深海底鉱業の許可 経済産業省

別表第１ 石油の備蓄の確保等に関する法律 （昭和５０年法律第９６号） 石油輸入業の登録 経済産業省

別表第１ 火薬類取締法 （昭和２５年法律第１４９号） 甲種火薬類製造保安責任者免状及び乙種火薬類
製造保安責任者免状の交付に係る試験の実施

経済産業省又は同法第３１条の３第１
項に規定する指定試験機関

別表第１・第
３・第５

火薬類取締法 （昭和２５年法律第１４９号） 丙種火薬類製造保安責任者免状、甲種火薬類取
扱保安責任者免状及び乙種火薬類取扱保安責任
者免状の交付に係る試験の実施

同法第３１条の３第１項に規定する指
定試験機関又は都道府県知事

別表第１ 高圧ガス保安法 （昭和４２年法律第１４９号） 液化石油ガス設備士免状交付事務の実施 高圧ガス保安協会

別表第１ 電気工事士法 （昭和３５年法律第１３９号） 特種電気工事資格者認定証及び認定電気工事従
事者認定証の交付

経済産業省

別表第３・第５ 電気工事士法 （昭和３５年法律第１３９号） 電気工事士免状の交付 都道府県知事

別表第１・第
３・第５

電気工事業の業務の適正化に関する法律 （昭和４５年法律第９６号） 電気工事業の登録 経済産業省・都道府県知事

別表第３・第５ 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正
化に関する法律

（昭和４２年法律第１４９号） 液化石油ガス設備士免状の交付 都道府県知事

特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の
実施の確保等に関する法律



11

別表 法律名 法令番号 法別表に掲げる事務 利用者未定稿
別表第１ 特定家庭用機器再商品化法 （平成１０年法律第９７号） 特定家庭用機器廃棄物の再商品化の認定 経済産業省又は環境省

別表第１・第
３・第５

建設業法 （昭和２４年法律第１００号） 建設業の許可 国土交通省・都道府県知事

別表第１ 建設業法 （昭和２４年法律第１００号） 技術検定の実施 国土交通省又は同法第２７条の２第１
項に規定する指定試験機関

別表第１ 建設業法 （昭和２４年法律第１００号） 監理技術者資格者証の交付 国土交通省又は同法第２７条の１９第
１項に規定する指定資格者証交付機関

別表第１ 浄化槽法 （昭和５８年法律第４３号） 浄化槽設備士免状の交付 国土交通省

別表第３・第５ 浄化槽法 （昭和５８年法律第４３号） 浄化槽工事業の登録 都道府県知事

別表第１・第
３・第５

宅地建物取引業法 （昭和２７年法律第１７６号） 宅地建物取引業の免許 国土交通省・都道府県知事

別表第３・第５ 宅地建物取引業法 （昭和２７年法律第１７６号） 宅地建物取引主任者資格の登録 都道府県知事

別表第３･第５ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する
法律

（平成１２年法律第１０４号） 解体工事業者の登録 都道府県知事

別表第１ マンションの管理の適正化の推進に関する
法律

（平成１２年法律第１４９号） マンション管理士の登録 国土交通省又は同法第３６条に規定す
る指定登録機関

別表第１ マンションの管理の適正化の推進に関する
法律

（平成１２年法律第１４９号） マンション管理業の登録 国土交通省

管理業務主任者の登録 国土交通省

別表第１ 旅行業法 （昭和２７年法律第２３９号） 旅行業の登録 観光庁

別表第１ 旅行業法 （昭和２７年法律第２３９号） 旅行業務取扱管理者試験の実施 観光庁又は同法第２２条の２第２項に
規定する旅行業協会

別表第３・第５ 旅行業法 （昭和２７年法律第２３９号） 同法第２４条の規定により都道府県知事が行う
こととされた事務の実施

都道府県知事

別表第５ 通訳案内業法 （昭和２４年法律第２１０号） 通訳案内業の免許 都道府県知事

別表第１ 国際観光ホテル整備法 （昭和２９年法律第２６９号） ホテルの登録 観光庁
旅館の登録 観光庁

別表第１ 不動産の鑑定評価に関する法律 （昭和３８年法律第１５２号） 不動産鑑定士試験の実施 国土交通省

別表第１・第３･
第５

不動産の鑑定評価に関する法律 （昭和３８年法律第１５２号） 不動産鑑定業者の登録 国土交通省・都道府県知事

別表第３･第５ 不動産の鑑定評価に関する法律 （昭和３８年法律第１５２号） 不動産鑑定業者の登録の申請の経由 都道府県知事

別表第１ 不動産の鑑定評価に関する法律 （昭和３８年法律第１５２号） 不動産鑑定士の登録 国土交通省

不動産鑑定士補の登録 国土交通省

公営住宅法 （昭和２６年法律第１９３号） 公営住宅の家賃の決定 市町村長・都道府県知事

公営住宅の入居者資格の確認 市町村長・都道府県知事

高齢者の居住の安定確保に関する法律 （平成１３年法律第２６号） 高齢者向け優良賃貸住宅の供給計画の認定 指定都市又は中核市の長、都道府県知
事

別表第２・第３･
第４・第５

別表第２・第３･
第４・第５
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別表 法律名 法令番号 法別表に掲げる事務 利用者未定稿
終身建物賃貸借事業の認可 指定都市又は中核市の長、都道府県知

事
別表第１ 建築基準法 （昭和２５年法律第２０１号） 建築基準適合判定資格者の登録 国土交通省

別表第３・第５ 建築基準法 （昭和２５年法律第２０１号） 建築基準適合判定資格者の登録の申請その他登
録に関する国土交通大臣への書類の提出の経由

都道府県知事

別表第１ 建築士法 （昭和２５年法律第２０２号） 一級建築士の免許 国土交通省又は中央指定登録機関

別表第１・第
３・第５

建築士法 （昭和２５年法律第２０２号） 二級建築士の免許 都道府県知事又は都道府県指定登録機
関

木造建築士の免許 都道府県知事又は都道府県指定登録機
関

建築士事務所の登録 都道府県知事又は指定事務所登録機関

別表第５ 建築士法 （昭和２５年法律第２０２号） 一級建築士の住所等の届出の経由 都道府県知事

別表第１ 道路運送車両法 （昭和２６年法律第１８５号） 自動車の変更登録 国土交通省

自動車の新規検査 国土交通省

検査対象外軽自動車の使用の届出 国土交通省

別表第１ 自動車損害賠償保障法 （昭和３０年法律第９７号） 自動車の運行によって受けた損害のてん補 国土交通省

別表第１ 船舶法 （明治３２年法律第４６号） 船舶国籍証書の検認 国土交通省

仮船舶国籍証書の交付 国土交通省

別表第１ 小型船舶の登録等に関する法律 （平成１３年法律第１０２号） 小型船舶の新規登録 国土交通省又は小型船舶検査機構

別表第１ 小型船舶の登録等に関する法律 （平成１３年法律第１０２号） 国籍証明書の交付 国土交通省

別表第１ 航空法 （昭和２７年法律第２３１号） 航空機の登録 国土交通省

航空従事者技能証明 国土交通省

航空身体検査証明 国土交通省

航空機の操縦練習の許可 国土交通省

別表第１ 気象業務法 （昭和２７年法律第１６５号） 予報業務の許可 気象庁

気象予報士の登録 気象庁

別表第２・第
３・第４・第５

公害健康被害の補償等に関する法律 （昭和４８年法律第１１１号） 指定疾病に係る認定 同法第４条第３号の政令で定める市・
都道府県知事

補償給付の支給 同法第４条第３項の政令で定める市
（特別区を含む。）の長又は都道府県
知事

別表第１ 石綿による健康被害の救済に関する法律 （平成１８年法律第４号） 救済給付の支給 環境再生保全機構

指定疾病に係る認定 環境再生保全機構

特別遺族弔慰金等に係る認定 環境再生保全機構

別表第１ 国家公務員法 （昭和２２年法律第１２０号） 国家公務員採用試験の実施 同法第４８条に規定する試験機関
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別表 法律名 法令番号 法別表に掲げる事務 利用者未定稿
別表第１ 国家公務員災害補償法 （昭和２６年法律第１９１号） 公務上の災害に対する補償 人事院若しくは同法第３条第１項に規

定する実施機関
通勤による災害に対する補償 人事院若しくは同法第３条第１項に規

定する実施機関
福祉事業の実施 人事院若しくは同法第３条第１項に規

定する実施機関
別表第１ 防衛省の職員の給与等に関する法律 （昭和２７年法律第２６６号） 公務上の災害に対する補償 防衛省

通勤による災害に対する補償 防衛省

福祉事業の実施 防衛省


	見え消し

